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FOR MANUFACTURING SAME

(54) 発明の名称 ：強度及び靭性に優れた球状黒鉛錶鉄及びその製造方法

(57) Abstract: Spheroidal graphite cast iron having: (a) a composition comprising 3.4-4% of C , 1.9-2.8% 0 Si, 0.02-0.06% of Mg,
0.2-1% ofMn, 0.2-2% ofCu, 0-0.1% of Sn, and 0.85-3% of (Mn+Cu+10xSn) where P<0.05%, S<0.02%, and the remainder i s con
stituted of Fe and unavoidable impurities (all amounts being expressed in terms of the weight ratio); (b) a two -phase mixed-base
structure comprising, by area ratio, 2-40% of a fine ferrite phase and 60-98% of a fine pearlite phase, the maximum length of the fer
rite phase being 300 x or less; and (c) the pearlite phase being formed around graphite dispersed m the two -phase mixed-base
structure.

(57) 要約： (a) 質量 匕で、C ：3.4 〜4 0/ o、Si ：1.9〜2.8 0/ o、M g ：0.02 〜0.06 ο/ ο 、 η ：0.2 〜 1ο/ ο 、Cu ：0.2 〜
2% 、Sn ：0〜0. 1% 、(Mn + Cu+ 10xSn) ：0.85 〜：% 、P ：0.05% 以下、S ：0.02% 以下、残音 Fe及び不可避的不
純物からなる組成を有 し、（b) 面積率で 2〜40%の微細フェライ ト相と 60〜98%の微細パーライ ト相とから
なる二相混合基地組織を有 し、前記フェライ ト相の最大長さが 300 µ 以下であり、（c) 前記二相混合基地組
織に分散 した黒鉛の周囲に前記パーライ ト相が形成されている球状黒鉛錶鉄。
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明 細 書

発明の名称 ：

強度及び靭性に優れた球状黒鉛鏡鉄及びその製造方法

技術分野

[000 1] 本発明は強度及び靭性に優れた球状黒鉛錶鉄及びその製造方法に関する。

背景技術

[0002] 球状黒鉛錶鉄は優れた機械的特性及び良好な錶造性を有するので、種々の

機械や自動車の部品に広 く使用されている。なかでも自動車のサスペンショ

ンァ一厶、ステアリングナックル等の懸架装置部品には、車体を支えるため

の静的強度及び疲労強度に加え、事故等による衝撃があった場合にも破損 し

ないための耐衝撃性が要求される。自動車は寒冷地でも使用されるので、例

えば—30°C といつた低温での耐衝撃性も重要である。このため懸架装置部品

に用いられる球状黒鉛錶鉄には、引張強さ及び耐力の他に、伸び及び低温衝

撃強度等の靭性が求められる。このような要求を満たすため、従来から基地

組織がフェライ 卜相主体で靭性を備えた球状黒鉛錶鉄として、J I S G 5502 に

規定されるFCD400、 FCD450等が使用されている。

[0003] 近年地球温暖化防止のために自動車のC02排出量の削減が強 く求められてい

るが、そのためには自動車の燃費性能の向上が必要であり、その対応技術の

一つとして懸架装置部品等の軽量化が求められている。必要な強度を確保 し

つつ部品を軽量化するには、部品の小型化及び薄肉化が有効である。このた

めにFCD400、 FCD450等より高強度のFCD600、 FCD700等のパ一ライ ト系球状黒

鉛錶鉄を用いることも考えられるが、球状黒鉛錶鉄では強度と靭性は相反す

る特性であるので、FCD600、 FCD700等は靭性が低 く、耐衝撃性が要求される

懸架装置部品に適さない。強度及び靭性を確保 しつつ懸架装置部品の軽量化

を図るためには、強度及び靭性の両方に優れた球状黒鉛錶鉄が要求される。

[0004] 優れた強度及び靭性を有する球状黒鉛錶鉄を得るために、従来より種々の

提案がされている。例えば、特開200 1- 2 14233 号は、肉厚が1 cm以下の薄肉部



を有 す る球状黒鉛錶鉄部材 であ って、 0. 5~1 質量％のCuを含有 す る球状黒鉛

錶鉄 か らな り、基地 の フェライ 卜化率 が60% 以上 の表層部 と、基地 の大部分

がパ ー ライ 卜相 か らな る内部 とを有 し、表層部 の厚 さが実質的 に全錶肌面 に

わた って0. 05~0. 45 mmであ り、 も って高 い剛性 及び耐衝撃性 を有 す る球状黒

鉛錶鉄部材 を提案 している。 この球状黒鉛錶鉄部材 では、靭性 は0. 05~0. 45

mmの厚 さの フェライ 卜相 の多 い表層部 で確保 し、強度 はパ 一 ライ 卜相 か らな

る内部 で確保 している。 しか し、部材 内部 を高強度 とす るため に、従来 の FCD

600、 FCD700等 のパ 一 ライ 卜系球状黒鉛錶鉄 を用 いているので、靭性 が低 い。

また局部 的な磨耗 及び酸化 によ り薄 い フェライ 卜表層部 が減 少す る と、懸架

装置部 品 に必要 な靭性 を維持 で きないおそれがあ る。

[0005] 特 開平 8-1 3079 号 は、重量比 で、C ：3. 0~4. 0% 、 S i ：1. 5-3. 0% Mn ：1. 0

% 以下、 P : 0. 030% 以下、S : 0. 020% 以下、 Cu : 1. 0% 未満、 Mg : 0. 02~0. 08

% 、残部 が鉄 であ る球状黒鉛錶鉄 を、 才一ステナイ 卜域 内の温度 (870 °C 以

上） まで昇温 させた後、所定時間 （例 えば2時間） に保持 し、次 いで共析変

態温度域 内の所定温度 T2 (750~850 °C ) まで降温 させた後、所定時間 （例 えば

1時間）T2に保持 し、最後 に常温 まで空冷 す る ことによ り、パ ー ライ ト相 の結

晶粒界 に沿 って フェライ 卜相 が網 目状 に形成 され、 も って強度 及び靭性 が と

もに高め られた球状黒鉛錶鉄 を製造 す る方法 を提案 している。 しか し、 才一

ステナイ ト化 の保持温度 を870 °C 以上 （実施例 では930 °C ) と高 く し、 また保

持時間 を2時間 と長 く しているので、 才一ステナイ 卜結 晶粒 （降温後 にパ ー ラ

ィ 卜結 晶粒 にな る）の粗 大化 によ り靭性 の低 下 を招 くおそれがあ る。 また、

結 晶粒界 に沿 って形成 された低強度 の フェライ 卜相 が亀裂伝播 の経路 にな る

ので、 十分 な強度 が得 られないおそれがあ る。

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0006] 従 って、本発 明の 目的は、優 れた強度 及び靭性 を有 す る球状黒鉛錶鉄、 及

び その製造方法 を提供 す る ことであ る。

課題を解決するための手段



[0007] 上記の目的に鑑み球状黒鉛錶鉄の合金組成及び熱処理条件について鋭意研

究の結果、本発明者らは、（a) パ一ライ卜相安定化元素であるMn、Cu及びSn

の含有量を最適化し、かつ（b) 熱処理条件として、才一ステナイト化温度域

での保持温度及び保持時間、及び共析変態域での冷却速度を所定の範囲に設

定すると、面積率で2~40% の微細フェライ卜相と60~ 98%の微細パ一ライ卜

相とからなる二相混合基地組織を有し、前記フェライ卜相の最大長さが300

m以下であり、かつ前記二相混合基地組織に分散した黒鉛の周囲に前記パーラ

ィ卜相が形成されており、もって優れた強度及び靭性を有する球状黒鉛錶鉄

が得られることを発見し、本発明に想到した。

[0008] すなわち、本発明の強度及び靭性に優れた球状黒鉛錶鉄は、

(a) 質量比で、C：3. 4~4% 、Si ：1. 9-2. 8% Mg ：0. 02- 0. 06% Mn ：0. 2

~ 1%、Cu : 0. 2~2% 、Sn : 0~ 0. 1%、（Mn + Cu + 10X Sn) ：0 85~3% 、P ：0.

05%以下、S : 0. 02%以下、残部Fe及び不可避的不純物からなる組成を有し、

(b) 面積率で2~40% の微細フヱライ卜相と60~ 98%の微細パ一ライ卜相とか

らなる二相混合基地組織を有し、前記フェライ卜相の最大長さが300 m以下

であり、

(c) 前記二相混合基地組織に分散した黒鉛の周囲に前記パーライ卜相が形成

されていることを特徴とする。

[0009] 単位面積当りの黒鉛の総数に対して、50~ 95%の黒鉛周パーライ卜化率 （

黒鉛外周のうちパ一ライ卜相に接している部分の長さの百分率と定義する。

) を有する黒鉛の数の割合は、50%以上であるのが好ましい。

[00 10] 本発明の球状黒鉛錶鉄は、強度の指標としての引張強さが650 MPa以上であ

り、靭性の指標としての—30°Cにおけるノッチなしシャルピ一衝撃試験によ

る衝撃強度が30 J/cm2以上であるのが好ましい。

[00 11] 本発明の強度及び靭性に優れた球状黒鉛錶鉄の製造方法は、
( 1) 質量比で、C：3. 4~4% 、Si ：1. 9-2. 8% Mg ：0. 02- 0. 06% Mn ：0. 2

~ 1%、Cu : 0. 2~2% 、Sn : 0~ 0. 1%、（Mn + Cu + 10X Sn) ：0 85~3% 、P ：0.

05%以下、S : 0. 02%以下、残部Fe及び不可避的不純物からなる組成の溶湯を



錶造し、凝固させた後、

(2) ( i ) 基地全体がオーステナイ ト化する温度に保持することにより、微細

なオーステナイ 卜結晶粒 （降温後にパーライ 卜結晶粒に変態する）を生成す

る工程、及び（ι ι ) 共析変態を起こす温度域内の所定温度区間において、微細

なフェライ 卜相が生成する冷却速度で冷却する工程を有する熱処理を行い、

もって（a) 面積率で2~40% の微細フェライ 卜相と60~98% の微細パ一ライ 卜

相とからなる二相混合基地組織を有 し、前記フェライ 卜相の最大長さが300

m以下であり、かつ（b) 前記二相混合基地組織に分散 した黒鉛の周囲に前記パ

—ライ 卜相が形成された組織とすることを特徴とする。

[001 2] 本発明の球状黒鉛錶鉄の製造方法において、微細な才一ステナイ 卜結晶粒

を生成するためにオーステナイ ト化熱処理条件を800~865 °Cで5~30 分とする

のが好ましく、また共析変態を起こす温度域内の所定温度区間を750~670 °C

とし、かつその温度区間における冷却速度を1~20 °C / 分とするのが好ましい

発明の効果
[001 3] 本発明の球状黒鉛錶鉄は面積率で2~40% の微細フェライ 卜相と60~98% の

微細パーライ 卜相とからなる二相混合基地組織を有 し、前記フヱライ 卜相の

最大長さが300 m以下であり、かつ前記二相混合基地組織に分散 した黒鉛の

周囲に前記パ一ライ 卜相が形成されているので、強度及び靭性に優れていお

り、自動車の部品、特に低温での耐衝撃性を求められる懸架装置部品に好適

であり、部品の軽量化による自動車の低燃費化に貢献する。

図面の簡単な説明

[0014] [ 図1]本発明の球状黒鉛錶鉄の組織を示す光学顕微鏡写真である。

[図2]本発明の球状黒鉛錶鉄の組織を示す光学顕微鏡写真である。

[図3]本発明の球状黒鉛錶鉄を製造するための熱処理パターンを概略的に示す

グラフである。

発明を実施するための形態
[001 5] 本発明の球状黒鉛錶鉄及びその製造方法を以下詳細に説明する。特に断り



がない限 り、合金の構成元素の含有量は質量％で示す。

[00 16 ] [A] 球状黒鉛錶鉄の組成

( 1 ) C ：3 . 4-4%

Cは、凝固開始温度 を下げて錶造性 を向上するとともに、黒鉛 を晶出させ、

パ一ライ 卜相 を析 出させるのに必要である。 C含有量が 3 . 4 % 未満ではチル化

しゃす く靭性が低下 し、 また4 % を超 えると異常黒鉛 を生 じやす くな り、球状

黒鉛錶鉄の強度 は低下する。 このため、 C含有量 を3 . 4~4% とする。好 ま しい

C含有量は3 . 6-3. 8 % である。

[00 17 ] (2) S i ：1 . 9 -2. 8 %

S i は、黒鉛の晶出を促進 した り、溶湯の流動性 を高めた りするのに必要で

ある。 S i含有量が 1 . 9 % 未満ではチル を生成 しやす く、球状黒鉛錶鉄の被削性

及び靭性が低下 し、 また 2 . 8 % を超 えるとパ一ライ 卜化の抑制作用が高 くな り

、球状黒鉛錶鉄の強度が低下するとともに、 フェライ 卜相の低温靭性 も悪化

する。 このため、 S i含有量は 1 . 9 ~2. 8 % とする。好 ま しいS i含有量は2 . 0 ~2.

6 % である。

[00 18 ] (3) Mg ：0 . 02- 0 . 06%

Mgは黒鉛球状化 に必要な元素であるが、 その含有量が 0 . 02% 未満では黒鉛

球状化の効果が不十分である。一方、 Mg含有量が 0 . 06% を超 えるとチルが生

成 しやす くな り、球状黒鉛錶鉄の被削性及び低温靭性が低下する。 このため

、 Mg含有量は 0 . 02~ 0 . 06% とする。好 ま しいMg含有量は 0 . 03~ 0 . 05% である

[00 19 ] (4) Mn ：0 . 2 1%

Mnは原料か ら不可避的に混入する元素であるが、パ一ライ 卜相安定化元素

と してパ一ライ 卜相 を析 出させる作用を有する。 Mn含有量が 0 . 2 % 未満では、

パーライ ト相 を十分 に生成 させることがで きず、引張強 さ、耐カ等の必要な

強度が得 られない。パーライ 卜化 を促進するMn含有量は 1% まで許容で きるが

、 1% 超 になるとチル化が顕著 とな り、球状黒鉛錶鉄の被削性及び靭性 を悪化

させる。 このため、 Mn含有量は 0 . 2 ~ 1% とする。 Mn含有量は好 ま しくは 0 . 4 ~



0. 8%であり、より好ましくは0. 5~ 0. 7%である。

[0020] (5) Cu ：0. 2-2%

は、パ一ライ卜相安定化元素としてパ一ライ卜相を析出させるのに必要

である。また熱処理の際に、Cuは黒鉛と基地との界面でのバリア効果により

才一ステナイ卜相から黒鉛粒子への炭素の拡散を抑制し、もってオーステナ

ィ卜相からフェライ卜相への変態を遅延して、フェライ卜相の析出と成長を

抑制すると考えられる。Cu含有量が0. 2%未満では、パーライト相を十分に生

成できず、球状黒鉛錶鉄の引張強さは低下する。一方、Cuが2%を超えると、

球状黒鉛錶鉄は高硬度になりすぎ、また黒鉛球状化が阻害されて、球状黒鉛

錶鉄の伸び及び衝撃特性が低下する。このため、Cu含有量は0. 2~2% とする

。Cu含有量は好ましくは0. 4~2% であり、より好ましくは0. 5~ 1%である。

[002 1] (6) Sn ：0 0. 1%

Snは本発明に必須の元素ではないが、Mn及びCuと同じくパーライ卜相を析

出させるパ一ライ卜相安定化元素であるので、Mn及びCuとともに添加しても

良い。0. 005%以上のSnを含有する場合、パーライト化が促進され、球状黒鉛

錶鉄の強度及び硬度は向上する。一方、0. 1%を超えるSnは黒鉛球状化を阻害

し、また共晶セル境界に偏祈して低温衝撃強度等の靭性を低下させる。Snを

含有する場合、その含有量を0. 005~ 0. 1% とする。Sn含有量は好ましくは0. 0

05~ 0. 02%であり、より好ましくは0. 005~ 0. 01%である。

[0022] (7) (Mn + Cu + 10X Sn) ：0. 85-3%

パ一ライ卜相安定化元素について、本発明の球状黒鉛錶鉄は （Mn + Cu + 10

X Sn) = 0. 85~3% の条件を満たす必要がある。上記式中の各元素記号は各元

素の含有量 （％) を示す。Cu及びMnは必須元素であり、必要に応じてSnを含

有する。Snの効果はMn及びCuの効果のほぼ10倍であるので、Sn含有量の10倍

( 10X Sn) をMn含有量及びCu含有量と等価とする。 （Mn + Cu + 10X Sn) が0 8

5%未満では十分なパーライ卜相安定化効果が得られず、引張強さ、耐カ等の

強度が不十分となる。一方、 （Mn + Cu + 10X Sn) が3%を超えると、パ一ライ

卜相の析出が過剰となって、低温での衝撃強度及び伸びが低下し、靭性を損



なう。このため、 （Mn + Cu + 10X Sn) を0. 85~3% とする。 （Mn + Cu + 10X Sn

) は好ましくは1. 0~2. 5%であり、より好ましくは1. 0~2. 0%である。

[0023] (8) P：0. 05%以下

Pは原料から不可避的に混入する黒鉛球状化阻害元素であるので、その含有
量を0. 05%以下とする。

[0024] (9) S：0. 02%以下

Sは原料から不可避的に混入する黒鉛球状化阻害元素であるので、その含有

量を0. 02%以下とする。

[0025] [B] 球状黒鉛錶鉄の組織

( 1) 基地組織

図1は本発明の球状黒鉛錶鉄の組織を示す光学顕微鏡写真である。図1にお
いて、白色の部分1はフェライ卜相であり、灰色の部分2はパーライト相であ

り、黒色の塊3は球状黒鉛である。本発明の球状黒鉛錶鉄の基地組織は、微細

フェライ卜相と微細パーライト相とが迷彩柄状に分布する （あるいは、微細
なフェライ卜相がパーライ卜相中に島海状に分散した）二相混合組織である

。基地組織中のフェライ卜相の面積率は2~40% (パ一ライ卜相は60~ 98% )

である。基地組織中のフェライ卜相の面積率は、球状黒鉛錶鉄が高靱性を要
求される場合には20~40% (パーライト相は60~80% ) であるが好ましく、

球状黒鉛錶鉄が高強度を要求される場合には2~ 10% (パ一ライ卜相は90~ 98

%) であるのが好ましい。

[0026] 微細なパーライト相は、オーステナイト化熱処理により完全にオーステナ

ィ卜化した基地の微細な結晶粒 （オーステナイ卜結晶粒）が、降温により粗

大化することなくパーライト変態したものである。また、微細なフェライ卜

相は、パーライ卜相安定化元素によるフェライ卜相の析出 成長の抑制及び

共析変態温度域での熱処理により、フェライ卜相の析出及び成長が抑制され

た結果、パ一ライ卜相の結晶粒界に沿って形成されたものである。微細なフ

ェライ卜相は網目状ではなく、パ一ライ卜結晶粒によって分断された細長い

形状を有する。このようなフェライ卜相の形状を 「樹枝状」と呼んでも良い



[0027] 微細フェライ卜相がパーライ卜結晶粒により分断されている二相混合組織

において、フェライ卜相の 「微細化」の程度をフェライ卜相の最大長さによ

り表すことができる。フェライ卜相の最大長さが短いほど、パーライト結晶

粒によるフェライ卜相の分断が進んでおり、フェライ卜相は微細化されてい

る。具体的には、フェライ卜相の最大長さは300 m以下であるのが好ましい

。フェライ卜相の最大長さが300 mを超えるとフェライ卜相が微細化したと

はいえず、粗大なフェライ卜相の存在により球状黒鉛錶鉄は十分な強度を有
さない。フェライ卜相の最大長さはより好ましくは 以下であり、最も

好ましくは150 m以下である。フェライ卜相の最大長さは光学顕微鏡写真上

で求めることができる。

[0028] (2) 二相混合組織における黒鉛の分散及びパ一ライ卜相の生成

通常の球状黒鉛錶鉄は黒鉛のほぼ全周をフェライ卜相が囲んだいわゆる 「

プルスアイ組織」を有するが、本発明の球状黒鉛錶鉄は、図1に示すように、

黒鉛が微細なフェライ卜相及びパ一ライ卜相の二相混合組織中に分散し、か

つ黒鉛の周囲にパーライト相が生成した組織を有する。このため、黒鉛の外

周においてフェライ卜相はパ一ライ卜相により分断されている。

[0029] 黒鉛周囲のパーライ卜相の析出量を黒鉛周パ一ライ卜化率により表す。こ

こで、 「黒鉛周パ一ライ卜化率」は、黒鉛外周のうちパ一ライ卜相に接して

いる部分の長さの百分率と定義する。黒鉛周パーライト化率が高いほど、ま

た黒鉛周パーライ卜化率が高い黒鉛が多いほど、靭性、特に低温での衝撃特

性が向上する。本発明の球状黒鉛錶鉄では、単位面積当りの黒鉛の総数に対

して、黒鉛周パ一ライ卜化率が50~ 95%の黒鉛の数の割合が50%以上である

のが好ましい。このような黒鉛の数の割合が50%未満では、亀裂の発生起点

となりやすい黒鉛とフェライ卜相の界面が増えるため、低温での衝撃特性が

低下する。黒鉛周パ一ライ卜化率が50~ 95%の黒鉛の数の割合は、60%以上

がより好ましく、70%以上が最も好ましい。なお、カウントされる黒鉛は、

円相当径に換算して直径5 m以上の黒鉛である。黒鉛周パ一ライ卜化率及び



単位面積当たりの黒鉛周パーライ卜化率50~ 95% の黒鉛の数の割合の求め方

については後述する。

[0030] 球状黒鉛錶鉄の亀裂は主として結晶粒界又は黒鉛と基地の界面で発生し、

また破壊の過程で吸収されるェネルギ一は、亀裂発生エネルギーと亀裂伝播

エネルギーとの総和である。一般に吸収エネルギーの大部分は亀裂発生ェネ

ルギ一であり、基地組織が高硬度であるほど、吸収エネルギーに占める亀裂

発生エネルギーの割合が高い。上記（1 ) 及び(2) に記載の特徴を有する組織

を有する本発明の球状黒鉛錶鉄は、下記の作用により亀裂の発生が抑制され

るので、優れた強度及び靭性を有する。

(a) 二相混合組織では、微細化したパーライト結晶粒により、外力が作用し

たときの粒界におけるひずみの蓄積が小さいので、亀裂が発生しにくい。

(b) フヱライト相がパーライト相中に微細に分散した二相混合組織では、亀

裂が伝播する経路に、変形しやすいフェライ卜相と変形しにくいパ一ライ卜

相とが交互に存在するので、亀裂のエネルギーはフェライ卜相の変形により

吸収される。

(c) 黒鉛周囲を高強度のパーライ卜相が囲んでいるため、黒鉛近傍の基地が

強化され、黒鉛と基地との界面における亀裂の発生が抑制される。

[003 1] 具体的には、本発明の球状黒鉛錶鉄は好ましくは650 MPa以上の引張強さ及

び30 J/cm 2以上の—30°C におけるノッチなしシャルピ一衝撃試験による衝撃強

度を有する。引張強さは700 MPa以上がより好ましく、750 MPa以上が最も好

まし。また、_ 30°C におけるノッチなしシャルピ一衝撃試験による衝撃強度

は40 J/cm 2以上がより好ましく、50 J/cm 2以上が最も好ましい。

[0032] 本発明の球状黒鉛錶鉄の特性を評価するのに、強度の指標として引張強さ

の代わりに0. 2%耐カを用い、また靭性の指標としてシャルビ一衝撃強度の代

わりに伸びを用いても良い。この場合、本発明の球状黒鉛錶鉄は370 MPa以上

の0. 2%耐カ及び8%以上の伸びを有するのが好ましい。本発明の球状黒鉛錶

鉄の0. 2%耐カは400 MPa以上がより好ましく、430 MPa以上が最も好ましく、

また伸びは12%以上がより好ましく、13%以上が最も好ましい。



[0033] [C] 球状黒鉛錶鉄の製造方法

本発明の球状黒鉛錶鉄の製造方法は、（1 ) 質量比で、C : 3. 4~4% 、Si ：1.

9~2. 8%、Mg ：0 02~0. 06%、Mn : 0. 2~1 %、Cu ：0 2~2% 、Sn ：0~0. 1%

、 （Mn + Cu + 10X Sn) ：0. 85~3% 、P ：0 05%以下、S ：0 02%以下、残部Fe及

び不可避的不純物からなる組成を有する溶湯を錶造し、凝固させた後、（2) (

i ) 基地全体がオーステナイト化する温度に保持することにより、微細な才一

ステナイ卜結晶粒 （降温後にパ一ライ卜結晶粒に変態する）を生成する工程

、及び（ι ι ) 共析変態を起こす温度域内の所定温度区間において、微細なフエ

ライ卜相が生成する冷却速度で冷却する工程を有する熱処理を行い、もって（

a) 面積率で2~40% の微細フェライ卜相と60~98% の微細パ一ライ卜相とか

らなる二相混合基地組織を有し、前記フェライ卜相の最大長さが300 m以下

であり、かつ（b) 前記二相混合基地組織に分散した黒鉛の周囲に前記パーラ

ィ卜相が形成された組織を有する球状黒鉛錶鉄を製造する。共析変態温度域

より低い温度域では、室温まで通常の冷却で良い。図3は本発明の球状黒鉛錶

鉄を製造するための熱処理パターンを概略的に示す。

[0034] ( 1) 才一ステナイ卜化熱処理条件 [工程 (a) ]

基地組織全体が完全にオーステナイト化する温度に保持することにより、

微細なオーステナイ卜結晶粒 （降温後にパーライ卜結晶粒に変態する）を生

成する。このオーステナイト化温度は800~865 °Cが好ましい。この温度が800

°C未満ではパ一ライ卜相が残留し、共析変態温度域に降温後にパ一ライ卜相

からフェライ卜相が生成及び成長するので、結晶粒が粗大化し、強度が低下

する。一方、この温度が865°C超になると、オーステナイト結晶粒 （降温後に

パーライト結晶粒に変態する）が粗大化し、靭性、特に低温での衝撃特性が

悪化し、また熱処理ひずみが大きくなる。オーステナイト化温度に保持する

時間は、保持温度に応じて変動するが、5~30 分が好ましい。5分未満では完

全才一ステナイ卜化しにくくフェライ卜相が成長して強度が低下し、また30

分超ではオーステナィ卜結晶粒が粗大化して、降温後に微細なパーライ卜相

が得られず、靭性が悪化し、また熱処理ひずみが大きくなる。オーステナィ



卜化熱処理温度は好ましくは800~860 °Cであり、より好ましくは800~855 °C

である。また、オーステナイト化熱処理時間は好ましくは10~25 分である。

[0035] (2) 共析変態温度域での熱処理条件 [工程 (b) ]

完全にオーステナイ卜化した球状黒鉛錶鉄を、共析変態を起こす温度域内

の所定温度区間においてフェライ卜相が微細に生成する冷却速度で冷却する

と、基地組織が面積率で2~40% の微細フヱライ卜相と60~98% の微細パーラ

ィ卜相とからなる二相混合組織となり、フェライ卜相の最大長さが300 m以

下であり、かつ二相混合基地組織に分散した黒鉛の周囲にパーライ卜相が形

成される。ここで、共析変態を起こす温度域 （共析変態温度域）は、熱処理

における冷却過程で、才一ステナイ卜からフェライ卜への変態を開始する温

度Ar3から、才一ステナイ卜がフェライ卜又はフェライ卜及びセメンタイ卜へ

の変態を完了する温度Α (共析変態温度）までの温度域をいう。共析変態を

起こす温度域内の所定温度区間は750~670 °Cが好ましい。750~670 °Cの温度

範囲において後述の所定冷却速度で冷却すると、二相混合組織が得られる。

所定温度区間の上限を730°Cとしても良い。

[0036] 共析変態を起こす温度域内の所定温度区間での冷却速度は、基地組織を二

相混合組織とし、かつ黒鉛周囲にパ一ライ卜相を生成するのに重要であり、

具体的には1~20 °C / 分とするのが好ましい。冷却速度が1°C / 分未満では、

黒鉛周囲でのフェライ卜化が促進され、微細なフェライ卜相が得られず、強

度が低下する。一方、冷却速度が20°C / 分を超えると、パ一ライト結晶粒界

におけるフェライ卜相の生成が不足し、低温での衝撃特性が悪化し、十分な

靭性が得られない。より好ましい冷却速度は5~1 5°C / 分である。なお、共析

変態を起こす温度域内の所定温度区間における温度履歴は、パ一ライ卜結晶

粒界に微細なフェライ卜相が過不足なく生成し、かつ黒鉛周囲にパーライ卜

相が生成するかぎり、一定速度の連続的な冷却でも断続的な冷却でも良い。

共析変態温度域での熱処理後、常温まで冷却する。なお、オーステナイ卜化

温度から共析変態温度域までの冷却速度は2~20 °C / 分であるのが好ましい。

[0037] 本発明を以下の実施例によりさらに詳細に説明するが、本発明はそれらに



限定されるものではない。 また特 に断 りがない限 り、合金 を構成する各元素

の含有量 を質量％ で示す。

[0038] 原材料 となる銑鉄、鋼板屑、球状黒鉛錶鉄の戻 り屑 を容量 100 kgの高周波

溶解炉で溶解 し、加炭材、パーライ ト相安定化元素及びFe-S i 合金 を添加 して

成分調整 した溶湯 を溶製 した。 この溶湯 を黒鉛球状化剤 と してFe-S i -Mg合金

とこれを覆 う鋼板屑か らなるカバ一材 とを設置 した取鍋 に、約 1500 °C で出湯

し、サ ン ドイ ッチ法 による球状化処理 を行な った。球状化処理 した溶湯 を約 1

400 °C で砂型 に注湯 し、複数の 1ィ ンチYプロックを錶造 した。注湯の際溶湯の

流れにFe-S i 合金粉末 を添加 し、接種 を行な った。 このように して、表 1に示

す組成 を有する球状黒鉛錶鉄 を得た。錶鉄A~I は本発明の組成範囲内にある

球状黒鉛錶鉄であ り、錶鉄」〜Lは本発明の組成範囲外の球状黒鉛錶鉄である

。錶鉄A~L の うち、錶鉄Aは特開平8-1 3079号 に開示 された組成範囲内の球状

黒鉛錶鉄である。 また、錶鉄 Fはパ一ライ ト相基地 を有するFCD700に相 当 し、

錶鉄Kはフェライ 卜相基地 を有するFCD450に相 当 し、 いずれも錶放 しのままで

は従来の球状黒鉛錶鉄 と同 じである。

[0039] [ 表 1]

注 ：（1) 残部 はFe及び不可避的不純物である。



* 本 発 明 の 範 囲 外 で あ る 。

[0040] 上 記 錶 鉄 A~L か ら な る Y プ ロ ッ ク の 下 部 か ら 約 2 5 mm角 、 長 さ 約 17 0 mmの 供

試 材 を 切 り 出 し、 表 2 に 示 す 熱 処 理 条 件 で オ ー ス テ ナ イ 卜化 熱 処 理 及 び 共 析 変

態 温 度 域 で の 熱 処 理 を 行 っ た 。 表 2 に お い て 、 A 1、 B 1 · Ε10、 Ε1 1の よ う に

ア ル フ ァ ベ ッ トに 一 桁 又 は 10 番 代 の 数 字 を 付 し た 供 試 材 は 本 発 明 の 条 件 で 熱

処 理 し た 供 試 材 で あ り 、 A51 、 D51 L51 の よ う に ア ル フ ァ ベ ッ トに 5 0 番 代

の 数 字 を 付 し た 供 試 材 は 本 発 明 の 範 囲 外 の 条 件 で 熱 処 理 し た 供 試 材 で あ る 。

供 試 材 Α5 1 は 、 特 開 平 8-1 3079 号 に 記 載 の 条 件 と 同 じ条 件 で 才 一 ス テ ナ イ 卜化

熱 処 理 し た 供 試 材 で あ る 。 供 試 材 D51 は 、 特 開 2001 -214233 号 に 記 載 の 条 件 と

同 じ条 件 で 共 析 変 態 温 度 域 の 熱 処 理 を 行 っ た 供 試 材 で あ る 。 ま た 供 試 材 F51 及

び Κ5 2 は 、 そ れ ぞ れ FCD700 相 当 の 錶 鉄 Fの 錶 放 し供 試 材 、 及 び FCD450 相 当 の 錶

鉄 Κの 錶 放 し供 試 材 で あ る 。 各 供 試 材 に 対 し て 、 下 記 の 試 験 を 行 っ た 。

[0041 ] ( 1 ) 組 織

図 1及 び 図 2 は 、 供 試 材 F 1 ( 本 発 明 の 球 状 黒 鉛 錶 鉄 ） の 組 織 を 示 す 光 学 顕 微

鏡 写 真 で あ る 。 図 1及 び 図 2 に お い て 、 白 色 部 分 1は フ ェ ラ イ 卜相 で あ り 、 灰 色

部 分 2 は パ 一 ラ イ 卜相 で あ り 、 黒 色 の 塊 3 は 球 状 黒 鉛 で あ る 。 図 1及 び 図 2 に 示

す よ う に 、 本 発 明 の 球 状 黒 鉛 錶 鉄 は 、 微 細 な フ ェ ラ イ 卜相 と 微 細 な パ 一 ラ イ

卜相 と が 複 雑 に 混 在 す る 基 地 組 織 を 有 し、 そ の 中 に 球 状 黒 鉛 が 分 散 し、 球 状

黒 鉛 の 周 囲 に パ 一 ラ イ 卜相 が 生 成 し た 組 織 を 有 し て い た 。 各 供 試 材 の 組 織 の

観 察 結 果 を 表 2 に 示 す 。

[0042] 各 供 試 材 の 組 織 に お い て 、 フ ェ ラ イ 卜相 の 最 大 長 さ 及 び 黒 鉛 周 パ 一 ラ イ 卜

化 率 が 50~95% の 黒 鉛 の 数 の 割 合 を 求 め た 。 フ ェ ラ イ 卜相 の 最 大 長 さ は 、 組

織 の 光 学 顕 微 鏡 写 真 （倍 率 10 0 倍 ） の 視 野 （530 m X 7 1 0 m ) 内 で 最 長 の フ エ

ラ イ 卜相 の 輪 郭 を ト レ ー シ ン グ ぺ 一 パ 上 に ト レ ー ス し た 後 、 輪 郭 の 最 大 距 離

の 両 端 部 を 連 結 す る 直 線 を 引 き 、 そ の 直 線 の 長 さ を 画 像 解 析 装 置 （旭 化 成 株

式 会 社 製 IP-1 000) で 測 定 す る こ と に よ り 求 め た 。

[0043] 黒 鉛 周 パ ー ラ イ 卜化 率 は 、 光 学 顕 微 鏡 で 観 察 さ れ た 視 野 に あ る 黒 鉛 の う ち



、 5 m以上 の円相 当径 を有 す る黒鉛 の総数 Naをカウン 卜し、 カウン 卜した黒

鉛 の輪郭及び黒鉛 に接 す るパ 一 ライ 卜相 の輪郭 を 卜レ一シ ングぺ 一パ上 に 卜

レース し、上記画像解析装置 によ り各黒鉛外周 の長 さ Lgと、各パ 一 ライ ト相

の外周 の うち各黒鉛輪郭 に接 す る部分 の長 さLpを測定 し、 Lp/Lg X l 00 (%)

を計算 し、得 られた値 をカウン トした全 ての黒鉛 に対 して平均 す る ことによ

り求めた。 また、黒鉛周パ ー ライ ト化率 が50~95% の黒鉛 の数 の割合 は、黒

鉛周パ 一 ライ ト化率 が50~95% の黒鉛 の数 Npをカウン 卜し、 Np/Na X l 00 (%

) を計算 す る ことによ り求めた。 フェライ 卜相 の最大長 さ、 及び黒鉛周パ 一

ライ 卜化率 が50~95% の黒鉛 の数 の割合 はいずれ も、任意 の5視野 で求めた値

の平均値 であ る。結果 を表 2に示 す。

[0044] (2) 引張試験

各供試材 か らJIS Z 2201 の 14A号 の試験 片を作製 し、 JIS Z 2241 に従 って ァ

ムスラー引張試験機 （株 式会社 島津製作所製AG-IS250kN) によ り常温 引張試

験 を行 い、 引張強 さ、 0. 2% 耐 カ及び伸 び を測定 した。結果 を表 2に示 す。

[0045] (3) シ ャル ピー衝撃試験

各供試材 か ら、長 さ55 mm X 高 さ10 mm X 幅 10 mmのシ ャル ビ一衝撃試験 用の

平滑 ノッチな し試験 片を作製 し、 JIS Z 2242 に従 って、衝撃試験機 （株 式会

社米倉製作所製 300CR) によ り、 _30 °C でのシ ャル ビ一衝撃強度 を測定 した。

結果 を表 2に示 す。

[0046]



[ 表 2 - 1 ]

注 ：* を付 した球状黒鉛錶鉄及び供試材は本発明の範囲外である。



[ 表 2-2]

注 ：（1 ) フ ェライ 卜相 の面積 率 は （1 00—パ 一 ライ 卜相 の面積 率 ） ％ で あ る。

(2) 黒 鉛 周 パ 一 ライ 卜化率 が 50~95% の黒 鉛 。

* 本 発 明 の範 囲外 で あ る。



[ 表 2-3]

注 ：（1 ) _30 °C で測定。

* 本発明の範囲外である。

表2に示すように、本発明の組成範囲内の錶鉄A~ I か らなる供試材の うち、

本発明の条件で熱処理 した供試材 A 1~ 11はいずれも微細 フェライ 卜相 と微細



パーライ 卜相とが迷彩柄状に入り組んだ二相混合組織を有 し、フェライ 卜相

の最大長さは300 m以下であり、黒鉛周パ一ライ 卜化率50~ 95% の黒鉛の数

の割合は50% 以上であり、引張強さは650 MPa以上であり、 _ 30°C におけるノ

ツチなしシャルビ一衝撃強度は30 J/cm 2以上であった。これらのデータから、

本発明の範囲内の供試材A 1~ I 1は高い強度及び靭性を有することが分かる。

[0049] 特に （Mn + Cu + 10 X Sn) が0. 9% 以上で、共析変態温度域での冷却速度を5

°〇/ 分以上とした供試材D1、 E2、 E3、 E6~ E10、 E12、 E13、 F1、G1、 H 1及び I

1はいずれも、700 MPa以上の引張強さを有 していた。表2から、パ一ライ 卜相

安定化元素の含有量の増加と、共析変態温度域での冷却速度の増加とにより

強度向上することが分かる。

[0050] これに対 して、本発明の組成範囲外でパーライ ト相安定化元素の含有量の

少ない供試材J 5 1及びK5 1は、本発明の条件で熱処理 しても、それぞれ509 MPa

及び637 MPaと低い引張強さしか有さなかった。また、パ一ライ ト相安定化元

素の含有量の多い本発明の組成範囲外の供試材L5 1は、866 MPaと高い引張強

さを有するものの、 15. 1 J/cm 2と低い衝撃強度 しか有さず、高い強度及び靭性

を兼備するという要求を満たさなかった。また、本発明の組成範囲内である

が才一ステナイ 卜化温度を790 °C と本発明より低くした供試材E5 1は、6 18 MPa

と低い引張強さしか有さなかった。これは、オーステナイ ト化温度が低すぎ

てパ一ライ 卜相が残留 したために、共析変態温度域に降温 した後で残留パー

ライ 卜相からフェライ 卜相が成長 し、結晶粒が粗大化 したためと考えられる

[005 1] (Mn + Cu + 10 X Sn) がそれぞれ2 . 22% 及び2 . 83% の供試材 H 1及び11を除い

て、本発明の組成範囲内の供試材A 1~ G1の—30°C におけるノッチなしシャル

ピ一衝撃強度は40 J/cm 2以上であった。本発明の範囲外の供試材K52はフェラ

イ ト相基地からなる錶放 し （熱処理なし）のFCD450相当の球状黒鉛錶鉄であ

り、ノッチなしシャルビ一衝撃強度は39. 2 J/cm 2である。このことから、本発

明の供試材A 1 G1の衝撃強度はFCD450と同等以上であることが分かった。供

試材F1及びF5 1はいずれも (Mn + Cu + 10 X Sn) が1. 26% の錶鉄F ( FCD700相当



) からなり、供試材F1は本発明の条件で熱処理を施 したが、錶放 しの供試材F

51はパーライ ト相基地を有 していた。測定の結果、本発明の供試材F1は供試

材F51と同等の引張強さを有 し、かつ52. 3 」ん 12と供試材「5 1の 13 . 3 J/cm 2の約

4倍と高いの衝撃強度を有することが分かった。

[0052] また本発明の組成範囲内でも、才一ステナイ 卜化熱処理条件を特開平8- 130

79号と同じ870 °C X 60分と高温かつ長時間とした供試材A51は、衝撃強度 10. 5

J/cm 2と低かった。また才一ステナイ 卜化温度を870 °C と高くした供試材E52は

、 7 . 8 J/cm 2と低い衝撃強度を有 した。供試材A51及びE52の衝撃強度が低かつ

たのは、才一ステナイ 卜化温度が高いために、才一ステナイ 卜結晶粒 （降温

後にパーライ ト結晶粒に変態する）が粗大化 し、靭性が低下したためと考え

られる。

[0053] 供試材D5 1は本発明の組成範囲内であるが、共析変態温度域での熱処理条件

を特開200 1- 2 14233 号と同じにした供試材である。供試材D5 1に対する750 ~ 67

0°C の温度範囲における （共析変態温度域内の）熱処理条件を、50°C / 分の冷

却速度の空冷とした。その結果、供試材D5 1は高い引張強さを有するものの、

衝撃強度は19. 5 J/cm 2と低かった。これは、共析変態温度域での冷却速度が大

きすぎたため、パーライ ト結晶粒界へのフェライ 卜相の生成が不足し、靭性

が低下したためであると考えられる。

[0054] 上記の通り、本発明の球状黒鉛錶鉄は、FCD700と同等の引張強さ及びFCD45

0と同等の衝撃強度を有 し、優れた強度及び靭性を兼備する球状黒鉛錶鉄であ

ることが確認された。



請求の範囲
強度及び靭性に優れた球状黒鉛錶鉄であつて、

(a) 質量比で、C : 3. 4~4% 、Si ：1. 9-2. 8% Mg ：0. 02- 0. 06% M

n : 0. 2~ 1%、Cu : 0. 2~2% 、Sn : 0~ 0. 1%、 (Mn + Cu + 10X Sn) ：0. 8

5 3% P ：0. 05%以下、S ：0. 02%以下、残部Fe及び不可避的不純物

からなる組成を有し、

(b) 面積率で2~40% の微細フヱライ卜相と60~ 98%の微細パ一ライ

卜相とからなる二相混合基地組織を有し、前記フェライ卜相の最大長

さが300 m以下であり、

(c) 前記二相混合基地組織に分散した黒鉛の周囲に前記パーライ卜相

が形成されていることを特徴とする球状黒鉛錶鉄。

請求項1に記載の強度及び靭性に優れた球状黒鉛錶鉄において、単位

面積当りの黒鉛の総数に対して、50~ 95%の黒鉛周パ一ライト化率 （

黒鉛外周のうちパ一ライ卜相に接している部分の長さの百分率と定義

する。）を有する黒鉛の数の割合が50%以上であることを特徴とする

球状黒鉛錶鉄。

請求項1又は2に記載の強度及び靭性に優れた球状黒鉛錶鉄において、

弓I張強さが650 MPa以上であり、かつ_ 30°Cにおけるノッチなしシャ

ルビ一衝撃試験による衝撃強度が30 J/cm 2以上であることを特徴とす

る球状黒鉛錶鉄。

強度及び靭性に優れた球状黒鉛錶鉄を製造する方法であって、

( 1) 質量比で、C : 3. 4~4% 、Si ：1. 9-2. 8% Mg ：0. 02- 0. 06% M

n : 0. 2~ 1%、Cu : 0. 2~2% 、Sn : 0~ 0. 1%、 (Mn + Cu + 10X Sn) ：0. 8

5 3% P ：0. 05%以下、S ：0. 02%以下、残部Fe及び不可避的不純物

からなる組成の溶湯を錶造し、凝固させた後、

(2) ( i ) 基地全体がオーステナイト化する温度に保持することにより

、微細なオーステナィ卜結晶粒 （降温後にパーライ卜結晶粒に変態す

る）を生成する工程、及び（ι ι ) 共析変態を起こす温度域内の所定温



度区間において、微細なフェライ卜相が生成する冷却速度で冷却する

工程を有する熱処理を行い、

もって（a) 面積率で2~40% の微細フヱライ卜相と60~98% の微細パ

—ライ卜相とからなる二相混合基地組織を有し、前記フェライ卜相の

最大長さが300 m以下であり、かつ（b) 前記二相混合基地組織に分散

した黒鉛の周囲に前記パ一ライ卜相が形成された組織とすることを特

徴とする方法。

[請求項5] 請求項4に記載の強度及び靭性に優れた球状黒鉛錶鉄の製造方法にお

いて、微細な才一ステナイ卜結晶粒を800~865 °Cの温度及び5~30 分

の時間で生成し、前記共析変態を起こす温度域内の所定温度区間を75

0~670 °Cとし、かつ前記共析変態を起こす温度域内の所定温度区間に

おける冷却速度を1~20 °C/ 分とすることを特徴とする方法。
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